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　置賜地区の3市5町における置賜地区の発達障害幼児及び保護者への支援状況の割合を表8に示す。
表８　置賜地区の発達障害幼児及び保護者への支援の割合
　　　　　　　　　　　　　　　　内容　　　　　　　　　　　　　　　 割合
　　　　　　　　　１　幼稚園・保育園への巡回相談　　　　　　　　　 75％
　　　　　　　　　２　ことばの相談　　　　　　　　　　　　　　　　 25％　
　　　　　　　　　３　発達に関する個別相談　　　　　　　　　　　　 13％
　　　　　　　　　４　５歳児発達相談　　　　　　　　　　　　　　　 13％　
　　　　　　　　　５　そだちとこころの相談　　　　　　　　　　　　 13％
　　　　　　　　　６　子育て相談　　　　　　　　　　　　　　　　　 13％
　　　　　　　　　７　すくすく発達相談　　　　　　　　　　　　　　 13％
　第1位は、幼稚園・保育園への巡回相談で75％、第2位は、ことばの相談で25％となっている。なお、5
歳児発達相談は13％で、米沢市は実施しており、他の7自治体は未実施となっている。5歳児発達相談の実
施については、発達遅滞の発見を中心とした現行の乳幼児健康診断の実施方法では、発達の遅れはないが
落ち着きがない、あるいは発達の遅れはないが集団行動はできない、対人関係に問題がある子どもたちの
早期発見は困難であることや、早期発見しても対処方法や支援をする地域資源が不十分なままでは、療育
者に不安を与えるだけになることなどの課題改善が主な理由となっている。
（６）成果　
　表9に成果を示す。
表９　成果
内容
　　　　　・各学校・園において、特別な支援が必要な子どもの教育的ニーズを確認し、
　　　　　　実態把握をもとに早期からの指導・支援体制整備が進んでいる。
　　　　　・それぞれの市町が切れ目ない支援実現に向けて、具体的な取り組みを工夫して
　　　　　　行っている。
　　　　　・特別支援教育に関する各種研修会を通して、教育・福祉・労働等の関係機関と
　　　　　　連携し、一貫した支援体制の構築の必要性の周知が図られた。
　各学校・園において、特別な支援が必要な子どもの実態把握やニーズの確認等、支援体制を整備し、支
援を行っていることが分かった。また、関係する機関との役割分担や連携の在り方等についても意義や内
容等を再確認し、地域における支援体制の構築に向けて進んでいることが分かった。
（７）課題
　表10に課題を示す。
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表10　課題
内容
　　　　　・個別の教育支援計画等を活用し、確実に引き継ぐこと、関係機関との連携を進
　　　　　　めていくこと。
　　　　　・障害のある子どもが地域で切れ目なく支援を受けられる体制作りが求められる。
　　　　　・引き継いできた支援をつなぐ場を設定すること。保護者が相談しやすい関係作り
　　　　　　や体制作りを行っていくとともに、保護者支援も行っていく。
　個別の教育支援計画を中心とした引き継ぎに関する課題が挙げられている。
Ⅳ　考察
１　個別の教育支援計画と個別の指導計画
　個別の教育支援計画と個別の指導計画との策定状況は、100％という結果となっている。このことから、
特別支援教育コーディネーターの指名や校内委員会の設置等、校内等で特別支援教育を推進するための体
制は構築できていることが理解できる。
　なお、個別の教育支援計画、個別の指導計画等に関しては、児童生徒の実態把握、目標設定、支援の手
立て、評価等、丁寧に作成され、充実が図られてきているが、今後さらに内容の充実を図るために、以下
の四点が重要であると考える。
　一点目は、合理的配慮の部分の内容に関する内容である。幼児期からの合理的配慮に関する部分を、個
別支援計画、個別の指導計画、教育支援計画へ位置付けする必要がある。またこの際に、本人の成長や、
環境調整等で合理的配慮が不必要となった部分についても確認をする必要がある。
　二点目は、学校卒業後の大学生活や就労生活で多くみられる課題への支援である。具体的には、大学生
活面における課題として、①履修計画が組めない、②アクティブラーニング、グループワーク等、他学生
と関われない、③勧誘を断れない、ヘルプスキル、援助要請スキルの積み重ね等、また、就労面では、仕
事内容そのものより、コミュニケーション、対人関係面でのスキルが求められる割合が多くなっている。
このようなことから、コミュニケーション面、対人関係面での支援の積み重ねを把握することが必要であ
る。
　三点目は、余暇生活面に関する内容である。余暇の時間や休日はどのような過ごし方をしているのか、
また、誰とつながっているのか等の確認をする事が大切である。
　四点目は、一貫した支援と支援内容の引き継ぎである。教育上特別な支援を必要とする児童生徒は、学
習上や生活上の困難さが一人一人異なるために支援の内容も異なる。また、特別な支援を必要とする児童
生徒は、就学や進学等に伴う環境の変化に自ら合わせることが容易ではない。そのため、環境への不適応
を最小限に抑えるためにも、対象児童生徒の学びやすく過ごしやすい学習環境について、引き継ぐ必要が
ある。また、学校卒業後の地域社会に主体的に参加できるように、従前の支援内容を着実に引き継ぎ、一
貫した教育支援を行うことが求められている。
　以上のことから、切れ目ない支援のための連携の最強のツールとして、個別の教育支援計画、個別の指
導計画、個別支援計画、個別移行支援計画等、ツールの内容充実を図りながら、コミュニケーション、対
人関係面を中心としたソフトスキルへの指導を大切にして、そこに参画する関係機関が、自分の役割と、
子どもたちの成長や発達に関して何ができるかということを考えていくことが重要である。
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２　高等学校における通級による指導
（１）特別支援教育に対する専門性の担保
　高等学校教員の特別支援教育に関わる専門的な知識とスキルをどのように向上させるか、また、指導体
制では、人事異動による転出、転入も想定されるので、どのようにその専門性を引き継いでいくかについ
ても検討していく必要がある。
（２）学力上位生徒への学習指導と進学指導
　高等学校には、一定の学力を有し、リーダーシップに富む生徒も在籍する。このような生徒には、特別
支援教育とは別の観点から学びの場を提供し、進路指導を充実させることが重要である。このことから学
力上位生徒に対しては、各種検定に積極的にチャレンジさせるなど、高い目標を持って学習に取り組むよ
う意欲付けを図っていく必要がある。また、4年生大学等の進学を目指す生徒に対しては、進路指導部、
学年担当、教科担当等のそれぞれの教員が連携して、小集団や個別の指導体制を組むなど、組織的に対応
していくことが必要である。
（３）対象者の進路指導
　通級による指導の対象者が自己理解を深めるとともに、進学先や企業側から理解が得られないと継続的
な就業は困難である。充実した進路指導を行ってもらいたいという願いが生徒及び保護者にはある。今後、
出口指導を考えた時に、公共職業安定所や障害者就業・生活支援センター等との連携を図りながら、地域
の企業に対して丁寧な説明を行い、理解を求めていくことが大切である。
（４）校内支援体制の構築
　今後も特別な配慮の必要な生徒が多く在籍することが予想される中で、特別支援教育を全教員で実践し
ていく校内体制が必要となってくる。このためにも、山形県教育委員会と連携しながら校内組織体制を充
実させていく必要がある。
（５）関係機関との連携
　今後、様々な支援を必要とする多様な生徒の入学が見込まれる中で、支援や指導が適切なものであるか
どうか、適宜検証していかなければならないと考える。今後も引き続き、外部機関や専門家等による指導
助言を得ることができるような体制作りや連携が必要である。
　以上のことから、年間指導計画を参考に対象生徒の実態を把握し、アセスメント等に基づいた個別の指
導計画の充実を図る必要がある。具体的には、①できている内容、②指導すれば獲得できる内容、③現段
階では身に付けることが難しい内容に分け、指導すれば獲得できる内容を個別の指導目標にする必要があ
る。そして獲得が難しい内容は、他者の援助を受けることへの指導も検討する必要がある。また、小・中
学校での通級による指導との学習内容や指導方法等に関する系統性の検討、さらには、就労支援や生活支
援等の関係機関との連携の充実が求められる。
３　巡回相談
　巡回相談等の活用では、幼稚園・保育園において多くの活用がみられる。巡回相談を希望した理由につ
いては、対象児に対する具体的な支援方法や、支援方法への評価と保護者への関わり方等に対する助言を
求めていることが挙げられる。また、障害幼児への支援が園等で蓄積された経験や専門性では難しいとい
う意見も多く、発達障害幼児への対応や具体的な支援に関する限界性を感じている職員が多いということ
も理解できた。
　また、その他として、市町保健師との連携に関する内容が多くみられる。具体的には、保育士との情報
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共有や連携について期待している職員が多くみられることから、巡回相談の機会を連携の場の一つとする
など、連携の在り方について検討する必要がある。
４　支援体制の構築
　支援体制の構築に関しては、連携ツールとして、サポートカード、個別支援計画、個別の教育支援計画、
個別の指導計画等がそれぞれ作成、活用されているが、これらを確認し、十分に活用する必要がある。
 　特に、個別の教育支援計画は、障害のある児童生徒の一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点
から適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して
的確な教育的支援を行うことを目的としている。また、この教育的支援は、教育のみならず、福祉、医療、
労働等の様々な側面からの取り組みが必要であり、関係機関、関係部局の密接な連携協力を確保すること
が不可欠である。他分野で同様の視点から個別の支援計画が作成される場合は、教育的支援を行うに当た
り同計画を活用することを含め教育と他分野との一体となった対応が確保されることが重要である。
Ⅴ　まとめと今後の課題
　置賜地域における関係機関の連携を考えた時に、機関毎に整備されている支援ツール等を確認し、それ
をもとに、仕事内容の共通理解と業務の精選等を図ることが大切である。
　そのためには、幼稚園・保育所と小学校間、小学校と中学校間、中学校と高等学校間、それぞれの移行
期において、個別の教育支援計画及び個別の指導計画等が十分に引き継ぎに活用されるような体制作りが
求められる。また、各機関間の連携、引き継ぎのみではなく、就学前の様子や支援の在り方を、中学校や
高等学校の教員が確認をする必要が出てくる場合も考えられる。具体的には、発達障害児が、どのような
実態があり、各発達段階において、どのような支援を受けて、どのようなスキルが現在身に付いて、獲得
できているのかなどの、確認をするためにも、個別の教育支援計画、個別の指導計画を策定し、支援を行
うこと、また、その内容をどのように引き継いでいくかがとても重要である。
　今後は、山形県置賜地区の置賜切れ目ない支援連携協議会を構成する学校や関係機関が中心となり、第
3次山形県特別支援教育推進プラン（2018年～ 2022年の具体的施策）の事業内容と関連性を検討しながら、
特別支援教育体制の整備と地域が一体となり対応できるような体制作りを進めていくことが重要である。
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